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貸 借 対 照 表
（平成３１年３月３１日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ８６０，０７１ 流 動 負 債 ２，２４３，２４１

現 金 及 び 預 金 ４１，２５６ 買 掛 金 ２１１，３５９

売 掛 金 ５４７，８３３ 短 期 借 入 金 ５００，０００

未 収 入 金 ５９，２００ 1年以内返済長期借入金 １０１，６００

短 期 貸 付 金 ９７，１８６ リ ー ス 債 務 ８１，５６９

商 品 ５７７ 未 払 金 ３９６，５４９

貯 蔵 品 ３７，６２９ 未 払 費 用 ４３，５７４

前 払 費 用 ７１，２６２ 未 払 法 人 税 等 ６４，１９０

その他流動資産 ５，１２５ 未 払 消 費 税 等 ８１，１１９

賞 与 引 当 金 ２７２，３１０

固 定 資 産 １３，２４９，１８７ 預 り 金 １００，４０８

有 形 固 定 資 産 １２，６４４，７４８ 前 受 金 １８２，３４８

建 物 ３，５１１，６６１ 1年以内返済預り保証金 ２０５，５０１

構 築 物 ９５，２０１ その他流動負債 ２，７１１

機 械 装 置 １１６，８００
固 定 負 債 ３，１３２，３３０

車両及び運搬具 ３，２７４，９６５
長 期 借 入 金 ３５６，０００

工 具 器 具 備 品 ４６，４９６
リ ー ス 債 務 ４６０，１０８

土 地 ５，０６２，００９
役員退職慰労引当金 ３９，２４８

リ ー ス 資 産 ５３６，２１３
退職給付引当金 １，３６２，２６１

建 設 仮 勘 定 １，４００
預 り 敷 金 ４７４，６３２

預 り 保 証 金 ４４０，０７９
無 形 固 定 資 産 ２０，６９５

ソ フ ト ウ ェ ア ２０，６９５
負 債 合 計 ５，３７５，５７１

純 資 産 の 部

株 主 資 本 ８，７３３，６８７
投資その他の資産 ５８３，７４３

資 本 金 ３，０００，０００
差 入 保 証 金 ５，１９１

資 本 剰 余 金 ３，０００，０００
長 期 前 払 費 用 ６１１

資 本 準 備 金 ３，０００，０００
繰 延 税 金 資 産 ５５４，３６６

利 益 剰 余 金 ２，７３３，６８７
そ の 他 投 資 ２３，５７３

その他利益剰余金 ２，７３３，６８７

繰越利益剰余金 ２，７３３，６８７

純 資 産 合 計 ８，７３３，６８７

資 産 合 計 １４，１０９，２５９ 負債・純資産合計 １４，１０９，２５９
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損 益 計 算 書
平成３０年 ４月 １日から

平成３１年 ３月３１日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 ８，２１６，０３９

売 上 原 価 ６，９１１，３７２

売 上 総 利 益 １，３０４，６６６

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６５４，１８６

営 業 利 益 ６５０，４８０

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ２９

そ の 他 営 業 外 収 益 ８，２２１ ８，２５１

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ３０，１２５

そ の 他 営 業 外 費 用 ４，６９５ ３４，８２０

経 常 利 益 ６２３，９１０

特 別 利 益

補 助 金 等 ６３，０１４

固 定 資 産 売 却 益 ２４，６８７ ８７，７０１

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 ３８，８１５

固 定 資 産 除 却 損 等 １２，０６０

そ の 他 特 別 損 失 １，５６６ ５２，４４２

税 引 前 当 期 純 利 益 ６５９，１６９

法人税、住民税及び事業税 ２２５，８６５

法 人 税 等 調 整 額 △ １３，０１２ ２１２，８５３

当 期 純 利 益 ４４６，３１６
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個 別 注 記 表
平成３０年 ４月 １日から

平成３１年 ３月３１日まで

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 時価のないもの …… 移動平均法による原価法

２ 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

貸借対照表価額は、原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

①貯蔵品のうちバス給油地下タンクの軽油及び灯油 … 総平均法による原価法

②上記以外の貯蔵品及び商品 ……………… 最終仕入原価法

３ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産

・建物、建物附属設備、車両及び運搬具並びに平成28年4月1日以降に取得した構築物

……………… 定額法

・その他 ……………… 定率法

なお、少額減価償却資産（１０万円以上２０万円未満）は、一括して３年間で均等償却す

る方法を採用しております。

②リース資産 ……………… 残存価額を零とするリース期間定額法

なお、主なリース期間は５年です。

（２）無形固定資産 ……………… 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

４ 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度の計上はありません。

（２）賞与引当金

従業員賞与の支給にあてるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。
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５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（２）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１ 担保に供している資産

（１）イオン㈱から預かった敷金及び建設協力金を担保するため、当社が保有する土地及び建物に極度

額３，５３２，５１５千円の根抵当権を登記しております。

（２）担保に供している固定資産

土 地 １，２７３，９１７千円

建 物 ２，６６２，９４９千円

構 築 物 ２８，０２６千円

工具器具備品 １１，０２９千円

合 計 ３，９７５，９２１千円

（３）担保権によって担保されている債務

敷 金 ４５０，０００千円

保 証 金 ６１６，５０３千円

合 計 １，０６６，５０３千円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 １０，４５０，７７０千円

３ 固定資産の取得原価から直接減額された国庫補助金等累計額 １，４７４，８４５千円

４ 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 ２２，７１７千円

短期金銭債務 １７８，０６０千円

Ⅲ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金の否認等であります。

Ⅳ 関連当事者との取引に関する注記

親会社の子会社

属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高
の名称 （被所有）割合 との関係 （千円） （千円）

親会社 ㈱北海道ジ ＣＭＳ基本契 資金の借入 (注2) 510,769 短期借入金 500,000
の子会 ェイ・アー － 約書の締結
社 ル商事 利息の支払 (注2) 6,589 － －

(注1)
－ 長期借入金 101,600

設備投資に係る (1年内返済)

借入
(注3)

－ 長期借入金 356,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 当社ではグループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システム（以下CMS）に

参加しており、㈱北海道ジェイ・アール商事が当該システム統括会社となっております。
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（注２） 資金の借入に関し、取引金額は日常反復的に発生するため、期中平均残高を記載しております。

なお、利息についてはＣＭＳ基本契約書によっております。

（注３） 本社併設整備センター及び手稲サービスステーション建設資金調達のための長期借入金であり、

金利については、市場の実勢相場に基づき合理的に決定しております。

Ⅴ 一株当たり情報に関する注記

１ 一株当たりの純資産額 １４５，５６１円４５銭

２ 一株当たりの当期純利益 ７，４３８円６０銭

Ⅵ その他の注記

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載されている金額は、千円未満を切り

捨てて表示しております。


